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　日本でレセプト情報・特定健診等情報データ（National Database: 以下、NDB）の第三者提供が本格
化した 2013年以降、時を同じくして、医療経済学領域では、診療明細情報を中心とする医療に係る大規
模行政管理情報（以下、行政情報）の存在感が世界的にも高まりを見せ始めた。 

　図は、こうした医療系の行政情報を利用した論文の 1990～2023年（9月現在）における公刊数を、
米国と米国以外の研究の別に時系列で示したものである。この図は、Web of Scienceで Economicsに
分類された医療経済学系の 8誌 1、経済学におけるいわゆる「五大誌」 2と、関連するフィールド・トッ
プ 5誌 3について、当該情報に関連するキーワード検索を PubMed上で行った結果を示している 4。こ
の図から、年によって増減はあるものの、医療系の行政情報を活用した米国以外の研究が増加傾向にある
ことがわかる。こうした傾向は、医療経済学に限らず、経済学領域全般でみられ、労働・教育・福祉等、
医療系以外の行政情報を用いた実証研究が急速に増えつつある（Chetty, 2012）。また、本稿では、
Economics領域にのみ焦点を絞った結果を示したが、Sato and Yasunaga （2023）が明らかにしたよ
うに , 医学領域では、過去十数年の間に日本だけでも、NDB等の行政情報に基づく論文の公刊数が約 6～
8倍に増えている。
　近年のアカデミアにおけるこうした行政情報の重要性の高まりには、当該情報が有する数多くの利点が
ある（野口，2022）。第 1に、観察数が膨大であるため、小標本問題が起こりにくく、サブサンプルによ
る異質性分析等、柔軟なデータ運用・解析が可能である。第 2に、悉皆情報を用いることで、標本調査
で問題となる選択バイアスを回避することができる。第 3に、行政情報には回答者自身による主観が入
り込む余地が少なく、回答バイアスによる測定誤差が小さい。さらに、ある特殊な条件下での実験では、
倫理的な観点から、「介入」や「処置」に対し高リスクで脆弱な対象者が除外されたり、実験が長期に及
ぶ場合は脱落したりするため、行政情報のようなリアルワールド・データによる補完や再検証が必ず必要
となる。
　とはいえ、行政情報を活用することで、科学的根拠に基づく政策立案・評価に基づく PDCAサイクル
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が行政や医療・介護の現場で日常的に実践され、国際的に評価される科学的価値の高い学術研究が数多く
創出されるためには、情報量が極めて限られているという行政情報の欠点を補うための他の大規模調査情
報との突合、また、そのための個人情報保護法等の法的・制度的整備等、今後も克服していかなければな
らない課題は多い。
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図　医療系の大規模行政管理情報を用いた論文の公刊数（1990～ 2003年）

出所：PubMed上でのキーワード検索により筆者作成。


